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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
アクリル酸ブチルとアクリル酸とのモノマー基準の質量比が９９：１の共重合体溶液およ
びポリイソシアネート系架橋剤を含有する粘着層の一方の面に第１離型フィルム、他方の
面に第２離型フィルムそれぞれが積層されてなる基材レス両面粘着シートであって、第１
離型フィルムが、二軸配向ポリエステルフルムに離型層を有し、当該離型層は、アルケニ
ル基を有するシリコーン樹脂、オルガノハイドロジェンポリシロキサン、粘着層への移行
成分、および白金系触媒を成分として含有する硬化物からなり、当該離型層の日東電工製
No.31Bテープによる残留接着率が６０～９０％の範囲であり、かつ、３００ｍｍ／分での
低速剥離力が１０～２０ｍＮ／ｃｍの範囲、１００００ｍｍ／分での高速剥離力が前記低
速剥離力の２．５倍以下であり、当該離型フィルムの該離型層の１１５°三角錐圧子、０
．１０ｍＮの試験力でのマルテンス硬度が４００Ｎ／ｍｍ２以上であることを特徴とする
基材レス両面粘着シート。
【請求項２】
二軸配向ポリエステルフィルムとシリコーン系離型層との間にポリビニルアルコールを含
有する塗布液を塗布して得られた塗布層を有する請求項１に記載の基材レス両面粘着シー
ト。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
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　本発明は、基材レス両面粘着シートに関し、特に製造工程で粘着剤貼り合わせ時の生産
性に優れ、例えば、タッチパネル、液晶ディスプレイ（以下、ＬＣＤと略記する場合があ
る）、プラズマディスプレイパネル（以下、ＰＤＰと略記する場合がある）、有機エレク
トロルミネッセンス（以下、有機ＥＬと略記する場合がある）等の光学用途に用いられる
基材レス両面粘着シート用に関するものである。
【０００２】
　従来、物体間を面接着する粘着シートは種々知られており、粘着シートの１つとして基
材レス両面粘着シートが知られている。基材レス両面粘着シートは、粘着剤層の両面に剥
離力の相対的に低い軽剥離シートと、剥離力の相対的に高い重剥離シートが積層されて構
成され、両面の剥離シートを除去した後には、支持基材を有さない粘着剤層のみとなる両
面粘着シートである。基材レス両面粘着シートは、まず軽剥離シートが剥がされ、露出さ
れた粘着剤層の一方の面が物体面に接着され、その接着後、さらに重剥離シートが剥がさ
れ、露出された粘着剤層の他方の面が、異なる物体面に接着され、これにより物体間が面
接着される。
【０００３】
　近年、基材レス両面粘着シートは、その用途が広がりつつあり、各種光学用途の部材等
にも用いられている。例えば、ＬＣＤの部材として、基材レス両面粘着剤シートの剥離力
の軽い方の離型フィルムを剥がして、その面に偏光板を貼り合わせて、その反対面側に剥
離力の重い離型フィルムを用いることがある。
【０００４】
　生産上の作業性から、ある程度高速域での加工が考えられるが、軽剥離の離型フィルム
において、軽い剥離力を達成するのはもちろんだが、それを達成しつつ、加工速度を上げ
ても、できるだけ重剥離の離型フィルムとの剥離力差が縮まらないことを同時に達成する
ことは非常に難しい（特許文献１）。もし、重剥離の離型フィルムとの剥離力差が縮まっ
たならば、剥離工程において、両面のフィルムが同時に剥がれる、また、剥離力差が小さ
くなるために粘着剤も一緒に剥がれる等の問題が起こり、加工性、生産性に不具合をきた
すことになる（特許文献２）。
【０００５】
　上記の剥離力差の制御は非常に難しく、シリコーン成分の種々選択とコントロールが必
要であり（特許文献１および２）、しかも、シリコーン塗布膜の硬さのコントロールも必
要であると考えられる。
【０００６】
　また、基材レス両面粘着シートにおいて、タッチパネルやモニターの比較的面積の小さ
なフラットパネルなどの外側に使用される用途では、製品にした時に人の目が近く、異物
などの輝点が目立つと視覚的に不具合が生じるために、検査を強化する場合がある。この
とき、基材レス両面粘着シートに離型フィルムを貼り合わせたままの検査が行なわれるこ
ともある。その場合、フィルムの異物が少ないものは当然として、検査容易化のために、
フィルムの光軸、つまり、分子の配向を管理する必要性が出てくる（特許文献３）。
【０００７】
　さらに、上記に述べた異物の１つには、ポリエステルフィルム起因のオリゴマーといわ
れる低分子成分が起因することがある（以後、オリゴマーをＯＬと略する）。このＯＬを
防ぐことができたならば、上記の生産時の異物不具合を押さえることができ、かつ、フィ
ルム、および、その先の工程汚染を防ぐ事ができる。なお、本発明おいて、ＯＬとは、熱
処理後、結晶化してフィルム表面に析出する低分子量物のうちの環状三量体と定義する。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開２００９－２２０４９６号公報
【特許文献２】特開平１０－１５８５１９号公報
【特許文献３】特開２００３－２３１２１４号公報
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【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　本発明は、上記実情に鑑みなされたものであって、その解決課題は、光学用途、例えば
、タッチパネル、液晶偏向板、位相差板等において使用する際、剥離速度依存性を最小限
に抑えることを可能にし、生産性、コストなどの問題を解決し、かつ、ＯＬを防止性、検
査性を付与することで、工程汚染や粘着剤への異物軽減を図った、基材レス両面粘着シー
トを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明者らは、上記実情に鑑み鋭意検討した結果、特定の構成を有する両面粘着シート
によれば、上記課題を容易に解決できることを見いだし、本発明を完成するに至った。
【００１１】
　すなわち、本発明の要旨は、アクリル酸ブチルとアクリル酸とのモノマー基準の質量比
が９９：１の共重合体溶液およびポリイソシアネート系架橋剤を含有する粘着層の一方の
面に第１離型フィルム、他方の面に第２離型フィルムそれぞれが積層されてなる基材レス
両面粘着シートであって、第１離型フィルムが、二軸配向ポリエステルフルムに離型層を
有し、当該離型層は、アルケニル基を有するシリコーン樹脂、オルガノハイドロジェンポ
リシロキサン、粘着層への移行成分、および白金系触媒を成分として含有する硬化物から
なり、当該離型層の日東電工製No.31Bテープによる残留接着率が６０～９０％の範囲であ
り、かつ、３００ｍｍ／分での低速剥離力が１０～２０ｍＮ／ｃｍの範囲、１００００ｍ
ｍ／分での高速剥離力が前記低速剥離力の２．５倍以下であり、当該離型フィルムの該離
型層の１１５°三角錐圧子、０．１０ｍＮの試験力でのマルテンス硬度が４００Ｎ／ｍｍ
２以上であることを特徴とする基材レス両面粘着シートに存する。

【００１２】
　そして、本発明の好ましい態様の層構成においては、ポリエステルフィルムとシリコー
ン系離型層との間にポリビニルアルコールを含有する塗布液を塗布して得られた塗布層を
有する。
【発明の効果】
【００１３】
　本発明によれば、製造工程で発生する異物（例えばオリゴマー等）による不具合を押さ
えて光学検査性に優れ、作製した粘着剤シートを別部材に貼り合せる工程での歩留まりが
高くて高い生産性を発揮できる基材レス両面粘着シートを提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】本発明の実施形態に係る基材レス両面粘着シートを示す模式的な断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　図１に示すように、基材レス両面粘着シート１０は、粘着剤層１１の両面に、第１離型
フィルム３１および第２離型フィルム３２が積層されて構成される。
【００１６】
　第１剥離フィルム３１は、いわゆる軽剥離シートであって、ポリエステルフィルムから
なる離型フィルム基材１３、塗布層１４、第１離型剤層１５が積層されて構成され、第１
離型剤層１５が粘着剤層１１に剥離可能に仮着されている。
【００１７】
　第２離型フィルム３２は、いわゆる重剥離シートであって、ポリエステルフィルムから
なる離型基材２３、塗布層２４、第２離型剤層２５が積層されて構成され、第２離型剤層
２５が粘着剤層１１に剥離可能に仮着されている。塗布層２４は特に好ましい態様として
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設けられる。
【００１８】
＜ポリエステルフィルム＞
　本発明の離型フィルムの基材であるポリエステルフィルムとは、いわゆる押出法に従い
押出口金から溶融押出されたシートを延伸したフィルムである。
【００１９】
　上記のフィルムを構成するポリエステルとは、ジカルボン酸と、ジオールとからあるい
はヒドロキシカルボン酸から重縮合によって得られるエステル基を含むポリマーを指す。
　ジカルボン酸としては、テレフタル酸、イソフタル酸、アジピン酸、アゼライン酸、セ
バシン酸、２，６－ナフタレンジカルボン酸、１，４－シクロヘキサンジカルボン酸等を
、ジオールとしては、エチレングリコール、１，４－ブタンジオール、ジエチレングリコ
ール、トリエチレングリコール、ネオペンチルグリコール、１，４－シクロヘキサンジメ
タノール、ポリエチレングリコール等を、ヒドロキシカルボン酸としては、ｐ－ヒドロキ
シ安息香酸、６－ヒドロキシ－２－ナフトエ酸等をそれぞれ例示することができる。かか
るポリマーの代表的なものとして、ポリエチレンテレフタレートやポリエチレン－２、６
－ナフタレート等が例示される。
【００２０】
　フィルム中には、易滑性の付与および各工程での傷発生防止を主たる目的として、粒子
を配合することが好ましい。配合する粒子の種類は、易滑性付与可能な粒子であれば特に
限定されるものではなく、具体例としては、例えば、シリカ、炭酸カルシウム、炭酸マグ
ネシウム、炭酸バリウム、硫酸カルシウム、リン酸カルシウム、リン酸マグネシウム、カ
オリン、酸化アルミニウム、酸化チタン等の粒子が挙げられる。また、特公昭５９－５２
１６号公報、特開昭５９－２１７７５５号公報等に記載されているような耐熱性有機粒子
を用いてもよい。この他の耐熱性有機粒子の例として、熱硬化性尿素樹脂、熱硬化性フェ
ノール樹脂、熱硬化性エポキシ樹脂、ベンゾグアナミン樹脂等が挙げられる。さらに、ポ
リエステル製造工程中、触媒等の金属化合物の一部を沈殿、微分散させた析出粒子を用い
ることもできる。
【００２１】
　一方、粒子の形状に関しても特に限定されるわけではなく、球状、塊状、棒状、扁平状
等のいずれを用いてもよい。また、その硬度、比重、色等についても特に制限はない。こ
れら一連の粒子は、必要に応じて２種類以上を併用してもよい。
【００２２】
　また、粒子の平均粒径は、通常０．０１～３μｍ、好ましくは０．１～２μｍの範囲で
ある。平均粒径が０．０１μｍ未満の場合には、易滑性を十分に付与できない場合がある
。一方、３μｍを超える場合には、フィルムの製膜時に、その粒子の凝集物のために透明
性が低下することがある他に、破断などを起こし易くなり、生産性の面で問題になること
がある。
【００２３】
　さらに粒子含有量は、通常０．００１～５重量％、好ましくは０．００５～３重量％の
範囲である。粒子含有量が０．００１重量％未満の場合には、フィルムの易滑性が不十分
な場合があり、一方、５重量％を超えて添加する場合には、フィルムの透明性が不十分な
場合がある。
【００２４】
　フィルム中に粒子を配合する方法としては、特に限定されるものではなく、従来公知の
方法を採用しうる。例えば、ポリエステルを製造する任意の段階において添加することが
できるが、好ましくはエステル化もしくはエステル交換反応終了後、添加するのが良い。
　
【００２５】
　また、ベント付き混練押出機を用い、エチレングリコールまたは水などに分散させた粒
子のスラリーとポリエステル原料とをブレンドする方法、または、混練押出機を用い、乾
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燥させた粒子とポリエステル原料とをブレンドする方法などによって行われる。
【００２６】
　なお、フィルム中には、上述の粒子以外に必要に応じて従来公知の酸化防止剤、帯電防
止剤、熱安定剤、潤滑剤、染料、顔料等を添加することができる。
【００２７】
　ポリエステルフィルムの厚みは、フィルムとして製膜可能な範囲であれば特に限定され
るものではないが、通常１０～３５０μｍ、好ましくは３８～１２５μｍ、さらに好まし
くは、５０～１００μｍの範囲である。フィルム厚みが１０μｍより薄い場合、本用途で
粘着剤シートを加工するときに工程等で発生した外部異物を粘着剤に転写させてしまう、
また、離型フィルム加工の際に、塗工性が悪く、生産性を悪化させてしまう、等の問題が
挙げられる。フィルム厚みが厚い場合、コストがかかる不具合が生じる。
【００２８】
　次に、ポリエステルフィルムの製造例について具体的に説明するが、以下の製造例に何
ら限定されるものではない。すなわち、先に述べたポリエステル原料を使用し、ダイから
押し出された溶融シートを冷却ロールで冷却固化して未延伸シートを得る方法が好ましい
。この場合、シートの平面性を向上させるためシートと回転冷却ドラムとの密着性を高め
ることが好ましく、静電印加密着法および／または液体塗布密着法が好ましく採用される
。次に得られた未延伸シートは二軸方向に延伸される。その場合、まず、前記の未延伸シ
ートを一方向にロールまたはテンター方式の延伸機により延伸する。延伸温度は、通常９
０～１４０℃、好ましくは９５～１２０℃であり、延伸倍率は通常２．５～７倍、好まし
くは３．０～６倍である。次いで、一段目の延伸方向と直交する方向に延伸するが、その
場合、延伸温度は通常９０～１７０℃であり、延伸倍率は通常３．０～７倍、好ましくは
３．５～６倍である。そして、引き続き１８０～２７０℃の温度で緊張下または３０％以
内の弛緩下で熱処理を行い、二軸配向フィルムを得る。上記の延伸においては、一方向の
延伸を２段階以上で行う方法を採用することもできる。その場合、最終的に二方向の延伸
倍率がそれぞれ上記範囲となるように行うのが好ましい。
【００２９】
　また、ポリエステルフィルム製造に関しては、同時二軸延伸法を採用することもできる
。同時二軸延伸法は、前記の未延伸シートを通常９０～１４０℃、好ましくは８０～１１
０℃で温度コントロールされた状態で機械方向および幅方向に同時に延伸し配向させる方
法であり、延伸倍率としては、面積倍率で４～５０倍、好ましくは７～３５倍、さらに好
ましくは１０～２５倍である。そして、引き続き、１７０～２５０℃の温度で緊張下また
は３０％以内の弛緩下で熱処理を行い、延伸配向フィルムを得る。上述の延伸方式を採用
する同時二軸延伸装置に関しては、スクリュー方式、パンタグラフ方式、リニアー駆動方
式等、従来公知の延伸方式を採用することができる。
【００３０】
＜ポリビニルアルコールを含有する塗布液を塗布して得られた塗布層＞
　上記の塗布層は、ＯＬ封止目的の他、ＯＬによる工程汚染、また、粘着剤層へ貼り合せ
る際の汚染を防ぐために設けられる。
【００３１】
　塗布層におけるポリビニルアルコールの含有量は、通常１０～１００重量％、好ましく
は２０～９０重量％、さらに好ましくは３０～９０重量％である。ポリビニルアルコール
の含有量が１０重量％未満では、ＯＬ封止効果が不十分で好ましくない。
【００３２】
　ポリビニルアルコールは、通常の重合反応によって合成することができ、水溶性である
ことが好ましい。ポリビニルアルコールの重合度は、特に限定されるものではないが、通
常１００以上、好ましくは３００～４００００である。重合度が１００以下の場合、塗布
層の耐水性が低下する傾向がある。ポリビニルアルコールのけん化度は、特に限定される
ものではないが、通常７０モル％以上、好ましくは８０モル％以上、９９．９モル％以下
である。
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【００３３】
　塗布層には、必要に応じて上記のポリビニルアルコール以外の水溶性または水分散性の
バインダー樹脂を併用してもよい。バインダー樹脂とは、高分子化合物安全性評価フロー
スキーム（昭和６０年１１月　化学物質審議会主催）に準じて、ゲルパーミエーションク
ロマトグラフィー（ＧＰＣ）測定による数平均分子量（Ｍｎ）が１０００以上の高分子化
合物で、かつ造膜性を有するものと定義することができる。かかるバインダー樹脂として
は、例えば、ポリエステル、ポリウレタン、アクリル樹脂、ビニル樹脂、エポキシ樹脂、
アミド樹脂、アクリレート樹脂、等が挙げられる。これらは、それぞれの骨格構造が共重
合等により実質的に複合構造を有していてもよい。複合構造を持つバインダー樹脂として
は、例えば、アクリル樹脂グラフトポリエステル、アクリル樹脂グラフトポリウレタン、
ビニル樹脂グラフトポリエステル、ビニル樹脂グラフトポリウレタン、アクリレート樹脂
グラフトポリエチレングリコール、等が挙げられる。バインダー成分の配合量は、塗布層
に対する重量部で５０重量部以下、さらには３０重量部以下の範が好ましい。
【００３４】
　さらに塗布層中には、必要に応じて架橋反応性化合物を含んでいてもよい。架橋反応性
化合物としては、メチロール化あるいはアルキロール化した尿素系、メラミン系、グアナ
ミン系、アクリルアミド系、ポリアミド系などの化合物、ポリアミン類、エポキシ化合物
、オキサゾリン化合物、アジリジン化合物、ブロックイソシアネート化合物、シランカッ
プリング剤、チタンカップリング剤、ジルコ－アルミネート系カップリング剤、金属キレ
ート、有機酸無水物、有機過酸化物、熱または光反応性のビニル化合物や感光性樹脂など
の多官能低分子化合物および高分子化合物から選択される。
【００３５】
　架橋反応性化合物は、塗布層に含まれる樹脂が有する官能基と架橋反応することで、塗
布層の凝集性、表面硬度、耐擦傷性、耐溶剤性、耐水性を改良することができる。例えば
、易接着樹脂の官能基が水酸基の場合、架橋反応性化合物としては、メラミン系化合物、
ブロックイソシアネート化合物、有機酸無水物などが好ましく、易接着ポリエステルの官
能基が有機酸およびその無水物の場合、架橋反応性化合物としてはエポキシ系化合物、メ
ラミン系化合物、オキサゾリン系化合物、金属キレートなどが好ましく、易接着樹脂の官
能基がアミン類の場合、架橋反応性化合物としてはエポキシ系化合物などが好ましく、易
接着樹脂に含まれる官能基と架橋反応効率が高いものを選択して用いることが好ましい。
メラミン化合物としては、アルキロールまたはアルコキシアルキロール化したメラミン系
化合物であるメトキシメチル化メラミン、ブトキシメチル化メラミン等が例示され、メラ
ミンの一部に尿素等を共縮合したものも使用できる。
【００３６】
　架橋反応性化合物は反応性官能基が１分子中に２官能以上必ず含まれる限りにおいて、
低分子量化合物であっても、反応性官能基を有する高分子重合体のいずれであってもよい
。架橋反応性化合物の配合量は、塗布層に対する重量部で５０重量部以下、さらには３０
重量部以下、特に１５重量部以下の範囲が好ましい。
【００３７】
　バインダー樹脂と架橋剤とを任意割合で配合した場合、塗布層が密にバリア層を形成す
るためＯＬを一層効果的に抑制することができる。このため、ポリエステルフィルムから
のＯＬを極力、粘着剤に付着させない、また、先の加工工程内で出さない効果がある。
【００３８】
　塗布層中は、必要に応じて塗布層の滑り性改良のために不活性粒子を含んでいてもよい
。不活性粒子としては、無機不活性粒子、有機不活性粒子があり、無機不活性粒子として
は、例えば、シリカゾル、アルミナゾル、炭酸カルシウム、酸化チタン等が挙げられる。
有機不活性粒子としては、ポリスチレン系樹脂、ポリアクリル系樹脂、ポリビニル系樹脂
による単独あるいは共重合体を含む微粒子、またはこれらと架橋成分を複合した架橋粒子
に代表される有機粒子が挙げられる。これらの不活性粒子は軟化温度または分解温度が約
２００℃以上、さらには２５０℃以上、特に３００℃以上であることが好ましい。不活性
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粒子の平均粒径（ｄ）は、塗布層の平均膜厚を（Ｌ）とした際、１／３≦ｄ／Ｌ≦３、さ
らには１／２≦ｄ／Ｌ≦２の関係を満足するように選択するのが好ましい。
【００３９】
　塗布層は、必要に応じて界面活性剤、消泡剤、塗布性改良剤、増粘剤、低分子帯電防止
剤、有機系潤滑剤、酸化防止剤、紫外線吸収剤、発泡剤、染料、顔料等の添加剤を少量含
有していてもよい。これらの添加剤は単独で用いてもよいが、必要に応じて二種以上を併
用してもよい。塗布層は、ポリエステルフィルムの片面だけに形成してもよいし、両面に
形成してもよい。片面のみに形成する場合、その反対面には必要に応じて別種の塗布層を
形成させ、さらに他の特性を付与することもできる。なお、塗布液のフィルムへの塗布性
および接着性を改良するため、塗布前のフィルムに化学処理や放電処理等を施してもよい
。
【００４０】
　塗布層の形成に使用する塗布液は、通常、安全性や衛生性の観点から水を主たる媒体と
して調整されていることが好ましい。水を主たる媒体とする限りにおいて、水への分散を
改良する目的あるいは造膜性能を改良する目的で少量の有機溶剤を含有していてもよい。
有機溶剤は、主たる媒体である水と混合して使用する場合、水に溶解する範囲で使用する
ことが好ましいが、長時間の放置で分離しないような安定した乳濁液（エマルジョン）で
あれば、水に溶解しない状態で使用してもよい。有機溶剤は単独で用いてもよいが、必要
に応じて二種以上を併用してもよい。
【００４１】
　ポリエステルフィルムの表面に塗布液を塗布する方法としては、原崎勇次著、槙書店、
１９７９年発行、「コーティング方式」に示されるリバースロールコーター、グラビアコ
ーター、ロッドコーター、エアドクターコーター等を使用することができる。
【００４２】
　塗布層を設ける方法は、特に制限されないが、ポリエステルフィルムを製造する工程中
で塗布液を塗布する方法（インラインコーティング）が好適に採用される。具体的には、
未延伸シート表面に塗布液を塗布して乾燥する方法、一軸延伸フィルム表面に塗布液を塗
布して乾燥する方法、二軸延伸フィルム表面に塗布液を塗布して乾燥する方法等が挙げら
れる。これらの中では、未延伸フィルムまたは一軸延伸フィルム表面に塗布液を塗布後、
フィルムに熱処理を行う過程で同時に塗布層を乾燥硬化する方法が経済的である。また、
塗布層を形成する方法として、必要に応じ、前述の塗布方法の幾つかを併用した方法も採
用し得る。具体的には、未延伸シート表面に第一層を塗布して乾燥し、その後、一軸方向
に延伸後、第二層を塗布して乾燥する方法等が挙げられる。
【００４３】
　インラインコーティングによって塗布層を設ける場合は、上述の一連の化合物を水溶液
または水分散体として、固形分濃度が０．１～５０重量％程度を目安に調整した塗布液を
ポリエステルフィルム上に塗布する要領にて積層ポリエステルフィルムを製造するのが好
ましい。また、本発明の主旨を損なわない範囲において、水への分散性改良、造膜性改良
等を目的として、塗布液中には少量の有機溶剤を含有していてもよい。有機溶剤は１種類
のみでもよく、適宜、２種類以上を使用してもよい。
【００４４】
　ポリエステルフィルム上に塗布層を形成する際の乾燥および硬化条件に関しては、特に
限定されるわけではなく、例えば、インラインコーティングにより塗布層を設ける場合、
通常、７０～２８０℃で３～２００秒間を目安として熱処理を行うのが良い。また、必要
に応じて熱処理と紫外線照射等の活性エネルギー線照射とを併用してもよい。さらにポリ
エステルフィルムには、あらかじめ、コロナ処理、プラズマ処理等の表面処理を施しても
よい。
【００４５】
　離型フィルムがポリビニルアルコールを含む塗布層を有する場合、離型フィルムを熱処
理（１８０℃、１０分間）した後、塗布層表面からジメチルホルムアミドにより抽出され
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るＯＬ量は１．０ｍｇ／ｍ２以下であることが好ましい。ＯＬが１．０ｍｇ／ｍ２を超え
る場合、工程汚染があり、粘着剤貼り合わせ時に、異物が発生し、製品の歩留まりが落ち
るなどの不具合が生じることがある。
【００４６】
　塗布層の膜厚は、通常０．００２～１．０ｇ／ｍ２、好ましくは０．００５～０．５ｇ
／ｍ２、さらに好ましくは０．０１～０．２ｇ／ｍ２の範囲である。膜厚が０．００２ｇ
／ｍ２未満の場合は十分な密着性が得られない可能性があり、１．０ｇ／ｍ２を超える場
合は、外観や透明性、フィルムのブロッキング性が悪化する可能性がある。塗布層中の成
分の分析は、例えば、ＴＯＦ－ＳＩＭＳ等の表面分析によって行うことができる。
【００４７】
　なお、本発明においては、通常のＯＬ含有量のポリエステルからなる層の少なくとも片
側の表面に、ＯＬ含有量の少ないポリエステルを共押出積層した構造を有するフィルムで
あってもよく、かかる構造を有する場合、本発明の離型フィルムにおいて、析出したＯＬ
による輝点を防止する効果が得られ、特に好ましい。
【００４８】
＜離型層＞
　本発明における離型層は、官能基としてアルケニル基を有するシリコーン樹脂（ａ）、
アルキル基を有するシリコーン樹脂（ｂ）、粘着層への移行成分（ｃ）、および、白金系
触媒（ｄ）を含有するシリコーン系離型層である。
【００４９】
　まず、アルケニル基を含む硬化型シリコーン樹脂は、ジオルガノポリシロキサンとして
、分子鎖両末端トリメチルシロキシ基封鎖ジメチルシロキサン・メチルヘキセニルシロキ
サン共重合体（ジメチルシロキサン単位９６モル％、メチルヘキセニルシロキサン単位４
モル％）、分子鎖両末端ジメチルビニルシロキシ基封鎖ジメチルシロキサン・メチルヘキ
セニルシロキサン共重合体（ジメチルシロキサン単位９７モル％、メチルヘキセニルシロ
キサン単位３モル％）、分子鎖両末端ジメチルヘキセニルシロキシ基封鎖ジメチルシロキ
サン・メチルヘキセニルシロキサン共重合体（ジメチルシロキサン単位９５モル％、メチ
ルヘキセニルシロキサン単位５モル％）が挙げられる。
【００５０】
　次に、アルキル基を含む硬化型シリコーン樹脂は、オルガノハイドロジェンポリシロキ
サンとして、分子鎖両末端トリメチルシロキシ基封鎖メチルハイドロジェンポリシロキサ
ン、分子鎖両末端トリメチルシロキシ基封鎖ジメチルシロキサン・メチルハイドロジェン
シロキサン共重合体、分子鎖両末端ジメチルハイドロジェンシロキシ基封鎖メチルハイド
ロジェンポリシロキサン、分子鎖両末端ジメチルハイドロジェンシロキシ基封鎖ジメチル
シロキサン・メチルハイドロジェンシロキサン共重合体が挙げられる。
【００５１】
　本発明の離型フィルムは、離型層を基材レス両面粘着シートの粘着層に張り合わせて使
用されるが、上記のシリコーン樹脂は、粘着層への移行成分を含有する。移行成分として
典型的にはシリコーンオイルが使用される。シリコーンオイルは、ストレートシリコーン
オイル、変性シリコーンオイルと称されるシリコーンオイルであり、以下のようなものが
挙げられる。ストレートシリコーンとしては、ジメチルシリコーンオイル、メチルフェニ
ルシリコーンオイル、メチルハイドロジェンシリコーンオイル等が挙げられる。また、変
性シリコーンオイルとしては、側鎖型タイプのポリエーテル変性、アラルキル変性、フロ
ロアルキル変性、長鎖アルキル変性、高級脂肪酸エステル変性、高級脂肪酸アミド変性、
ポリエーテル・長鎖アルキル変性・アラルキル変性、フェニル変性、両末端型のポリエー
テル変性、ポリエーテル・メトキシ変性などが挙げられる。ストレートシリコーンオイル
、変性シリコーンオイル共に、非反応性の無官能オイルである。
【００５２】
　移行成分の含有量は、５～２０重量％、好ましくは１０～１３重量％、さらに好ましく
は０．１～５．０重量％である。移行成分の含有量が５％より低いと後述する速度依存性
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が高くなり、２０重量％を超えると、硬化性が著しく低下し、密着性も悪化する不具合が
ある。
【００５３】
　本発明で使用し得るシリコーン系樹脂塗剤の具体例としては、信越化学工業（株）製の
ＫＳ－７７４、ＫＳ－７７５、ＫＳ－７７８、ＫＳ－７７９Ｈ、ＫＳ－８４７Ｈ、ＫＳ－
８５６、Ｘ－６２－２４２２、Ｘ－６２－２４６１；ダウ・コーニング・アジア（株）製
のＤＫＱ３－２０２、ＤＫＱ３－２０３、ＤＫＱ３－２０４、ＤＫＱ３－２０５、ＤＫＱ
３－２１０；東芝シリコーン（株）製のＹＳＲ－３０２２、ＴＰＲ－６７００、ＴＰＲ－
６７２０、ＴＰＲ－６７２１；東レ・ダウ・コーニング（株）製のＬＴＣ３００Ｂ、ＬＴ
Ｃ３０３Ｅ、ＬＴＣ３１０、ＬＴＣ３１４、ＳＲＸ３５７、ＢＹ２４－７４９、ＳＤ７３
３３、ＢＹ２４－１７９、ＳＰ７０１５、ＳＰ７２５９、ＳＤ７２２０、ＳＤ７２２６、
ＳＤ７２２９等が挙げられる。さらに離型層の剥離性等を調整するために剥離コントロー
ル剤を併用してもよい。
【００５４】
　上記のシリコーン系樹脂塗剤は、官能基としてアルケニル基を有するシリコーン樹脂（
ａ）、アルキル基を有するシリコーン樹脂（ｂ）、粘着層への移行成分（ｃ）から成るが
、官能基としてアルケニル基を有するシリコーン樹脂（ａ）、アルキル基を有するシリコ
ーン樹脂（ｂ）の比率は、（ｂ）／（ａ）は、通常０．５～２重量比である。なお、本発
明においては官能基としてアルケニル基を有するシリコーン樹脂（ａ）、およびアルキル
基を有するシリコーン樹脂（ｂ）を使用してもよい。

【００５５】
　ポリエステルフィルムに離型層を設ける方法としては、前述の塗布層の場合と同様に、
従来公知の塗工方式を用いることができる。離型層を形成する際の塗布量は、通常０．０
１～１ｇ／ｍ２の範囲である。
【００５６】
　離型層が設けられていない面には、接着層、帯電防止層、ＯＬ析出防止層等の塗布層を
設けてもよく、また、ポリエステルフィルムにはコロナ処理、プラズマ処理等の表面処理
を施してもよい。
【００５７】
　本発明においては、離型層をきれいかつ頑丈にするため、付加型の反応を促進する白金
系触媒を用いる。本成分としては、塩化白金酸、塩化白金酸のアルコール溶液、塩化白金
酸とオレフィンとの錯体、塩化白金酸とアルケニルシロキサンとの錯体等の白金系化合物
、白金黒、白金担持シリカ、白金担持活性炭が例示される。離型層中の白金系触媒含有量
は、通常０．３～３．０重量％、好ましくは０．５～２．０重量％の範囲が良い。離型層
中の白金系触媒含有量が０．３重量％よりも低い場合、剥離力の不具合や、塗布層での硬
化反応が不十分になるため、面状悪化などの不具合を生じる場合があり、一方、離型層中
の白金系触媒含有量が３．０重量％を超える場合には、コストがかかる、また、反応性が
高まり、ゲル異物が発生する等の工程不具合を生じてしまうことがある。
【００５８】
　また、付加型の反応は非常に反応性が高いため、場合によっては、反応抑制剤として、
アセチレンアルコールを添加することがある。その成分は、炭素－炭素３重結合と水酸基
を有する有機化合物であるが、好ましくは、３－メチル－１－ブチン－３－オール、３，
５－ジメチル－１－ヘキシン－３－オールおよびフェニルブチノールからなる群から選択
される化合物である。
【００５９】
＜残留接着率＞
　本発明における残留接着率とは、移行成分の移行量を示す指標であり、熱処理前後の剥
離力の差を利用した方法である。本発明における軽剥離側に相当する第１離型フィルム３
１の日東電工株式会社製Ｎｏ．３１Ｂテープによる残留接着率は、６０％～９０％、好ま
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しくは６５％～８５％、さらに好ましくは、７０％～８０％である。残留接着率が６０％
より低い場合は、移行性分が多すぎ、粘着剤加工時にロール汚れや粘着剤面に移行して、
粘着剥離力低下などが生じる。また、残留接着率が９０％を超える場合は、速度依存性を
小さく抑えることができない。
【００６０】
＜剥離力＞
　本発明において、剥離力を調整する方法は、離型層中の組成を選択することにより達成
することができるが、その他の手段も採用できる。具体的には、所望の剥離力に応じて、
主にシリコーン離型層の離型剤の種類を変更する方法が挙げられる。さらには、剥離力は
用いる離型剤の塗布量に大きく依存するため、その離型剤の塗布量を調整する方法が挙げ
られる。
【００６１】
　本発明における軽剥離側に相当する第１離型フィルム３１の剥離力とは、両面粘着テー
プ（日東電工製「Ｎｏ．５０２」および「Ｎｏ．３１Ｂ」）を離型層面に貼り付け、室温
にて１時間放置した後に、基材フィルムと剥離角度１８０°、任意の引張速度でテープを
剥離したときに引張試験機で測定した値で示される。
【００６２】
　本発明における軽剥離側に相当する第１離型フィルム３１のＮｏ．５０２テープに対す
る剥離力は、３００ｍｍ／分で、通常３～５０ｍＮ／ｃｍ、好ましくは５～２５ｍＮ／ｃ
ｍ、さらに好ましくは、１０～２０ｍＮ／ｃｍである。第１離型フィルムの剥離力が３ｍ
Ｎ／ｃｍ未満の場合は、容易に剥がれるため、製造工程で発生する少しの外力で離型フィ
ルムが剥離する。また、第１離型フィルムの剥離力が５０ｍＮ／ｃｍを超える場合は、第
１離型フィルムを剥す工程で第２離型フィルムと粘着層の間に剥がれによる気泡を咬み込
む隙間が生じる。
【００６３】
　本発明における軽剥離側に相当する第１離型フィルム３１のＮｏ．３１Ｂテープに対す
る３００ｍｍ／分での剥離力の値（低速剥離力）は、通常１０～２０ｍＮ／ｃｍの範囲で
ある。低速剥剥離力が１０ｍＮ／ｃｍ未満の場合は、剥離力が軽くなりすぎて本来剥離す
る必要がない場面においても容易に剥離する不具合を生じる。低速剥剥離力が２０ｍＮ／
ｃｍを超える場合は、剥離力の重い方の離型フィルムとの剥離力差が小さくなり、剥離工
程で不具合を生じる。また、剥離力の重い方の離型フィルムの選定幅が狭くなる等の問題
がある。
【００６４】
　さらに、本発明においては、加工性を考慮に入れた１００００ｍｍ／分での高速剥離力
が上記低速剥離力の２．５倍以下である必要がある。当該剥離力の比が２．５倍よりも大
きい場合、剥離力が重い方の離型フィルムとの剥離力差が小さくなり、剥離工程で剥離が
上手くできない、もしくは、粘着剤ごと剥がれてしまう等の不具合を生じる。
【００６５】
　本発明における重剥離側に相当する第２離型フィルム３２の剥離力とは、両面粘着テー
プ（日東電工製「Ｎｏ．５０２」）を離型層面に貼り付け、室温にて１時間放置した後に
、基材フィルムと剥離角度１８０°、任意の引張速度でテープを剥離したときに引張試験
機で測定した値を言う。本発明において剥離力を調整する方法としては、離型層中の組成
を選択する方法やその他の手段を採用できる。具体的には、所望の剥離力に応じてシリコ
ーン離型層の離型剤の種類を変更する方法が好ましい。また、剥離力は用いる離型剤の塗
布量に大きく依存するため、その離型剤の塗布量を調整する方法も好ましい。
【００６６】
　重剥離側に相当する第２離型フィルム３２のＮｏ．５０２テープに対する剥離力は、３
００ｍｍ／分で、通常２０～１００ｍＮ／ｃｍ、好ましくは３０～６０ｍＮ／ｃｍである
。第２離型フィルムの剥離力が２０ｍＮ／ｃｍ未満の場合は、第１離型フィルムを剥す時
に、第２離型フィルムの一部が剥離する。また、第２離型フィルムの剥離力が１００ｍＮ
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／ｃｍを超えた場合は、第２離型フィルムに粘着剤が残留するなどの問題が生じる。
【００６７】
　本発明の基材レス両面粘着シート１０は、上述した剥離力に加え、第１離型フィルムと
第２離型フィルムの剥離比を設けることが好ましい。
【００６８】
　第２離型フィルム３２のＮｏ．５０２テープに対する剥離力は、第１離型フィルム３１
のＮｏ．５０２テープに対する剥離力の通常２．０倍以上、好ましくは２．５倍以上、さ
らに好ましくは３．０倍以上とする。第２離型フィルム３２の剥離力が第１離型フィルム
３１の剥離力の２．０倍未満の場合は、基材レス両面粘着シート１０を作製した後、軽剥
離側の第１離型フィルム３１を粘着剤層１１から剥離した時に、第２離型フィルム３２が
粘着剤層１１から浮く現象が生じたり、第２離型フィルム３２への粘着剤の残留や、ジッ
ピング等が生じたりすることがある。上記の浮くという現象は、剥離の際に剥離力が弱く
、一部の粘着剤層が剥離し、空気等を噛みこみ、外観が悪くなる現象のことを言う。
【００６９】
　また、本発明における軽剥離側に相当する第１離型フィルム３１の粘着剤層１１に対す
る剥離力は、３～５０ｍＮ／ｃｍ、好ましくは５～２５ｍＮ／ｃｍである。第１離型フィ
ルムの剥離力が３ｍＮ／ｃｍ未満では、容易に剥がれるため、製造工程で発生する少しの
外力で離型フィルムが剥がれてしまい、好ましくない。また、第１離型フィルムの剥離力
が、５０ｍＮ／ｃｍを超えた場合は、第１離型フィルムを剥す工程で第２離型フィルムと
粘着層の間で浮きと呼ばれる剥がれが生じてしまい好ましくない。
【００７０】
　第１離型フィルム３１の粘着剤層１１に対する剥離力を低く抑えることにより、第２離
型フィルム３２の剥離力を低くしても、両離型フィルム３１、３２の剥離力比を大きくす
ることができる。
【００７１】
　また、第１離型フィルム３１の粘着剤層１１に対する剥離力を一定の値以上とすること
によって、使用前に第１離型フィルム３１が粘着剤層１１から不意に剥がれたり、第１離
型フィルム３１が粘着剤層１１から浮いたりすることが防止される。　
【００７２】
　重剥離側に相当する第２離型フィルム３２の粘着剤層１１に対する剥離力は、２０～１
００ｍＮ／ｃｍが好ましく、さらに好ましくは３０～６０ｍＮ／ｃｍである。第２離型フ
ィルムの剥離力が２０ｍＮ／ｃｍ未満では、第１離型フィルムを剥す時に、第２離型フィ
ルムの一部が剥がれてしまい好ましくない。また、第２離型フィルムの剥離力が１００ｍ
Ｎ／ｃｍを超えた場合は、第２離型フィルムに粘着剤が残留するなどの問題が生じるため
好ましくない。
【００７３】
＜マルテンス硬度＞
　本発明における軽剥離側に相当する第１離型フィルム３１の剥離速度依存性を達成させ
るためには、離型層表面のマルテンス硬度も重要なファクターである。
【００７４】
　マルテンス硬度とは、三角錐型の圧子を使用した硬度測定機を用いて、任意試験力、任
意負荷速度、任意負荷・除荷保持時間における表層の計装化押し込み硬さ試験によって求
められるものをいう。
【００７５】
　本発明における軽剥離側に相当する第１離型フィルム３１のマルテンス硬度は４００Ｎ
／ｍｍ２以上である。４００Ｎ／ｍｍ２より小さい場合は、粘着剤層１１の硬さとマッチ
せずに、剥離速度依存性が高く、ジッピング等の現象を引き起こしやすく、生産性が悪く
なる。また、シリコーン系離型層が柔らかいがために、スクラッチなどが入りやすく、そ
れが起因してＯＬが出やすくなり、工程汚染や、粘着剤汚染を引き起こす不具合等が生じ
る可能性がある。
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【００７６】
＜ＯＬ封止層＞
　離型フィルム、少なくとも第１離型フィルム３１は、二軸配向ポリエステルフィルム１
３、離型剤層１５の順に設けられる。生産工程汚染を防ぐために、好ましくは、ＯＬ封止
層である塗布層１４が設けられた方がよい。その場合、二軸配向ポリエステルフィルム１
３、塗布層１４、離型剤層１５の順に設けられる。
【００７７】
　本発明の第１離型フィルム３１におけるＯＬ封止層（第１塗布層１４）、および、第２
離型フィルム３２におけるＯＬ封止層（第２塗布層２４）は、ＯＬによる工程汚染、また
、粘着剤層１１や他の貼り合せる基材への汚染を防ぐためにあった方が好ましい。
【００７８】
　本発明において、第１離型フィルム３１が第１塗布層１４を、さらに、第２離型フィル
ム３２が第２塗布層２４を有する場合、それらの離型フィルムを熱処理（１８０℃、１０
分間）した後、塗布層（Ａ）表面からジメチルホルムアミドにより抽出されるＯＬ量は、
１．０ｍｇ／ｍ２以下であることが好ましい。ＯＬが１．０ｍｇ／ｍ２を超える場合、工
程汚染があり、粘着剤貼り合わせ時に、異物が発生し、製品の歩留まりが落ちるなどの不
具合が生じることがある。
【００７９】
　離型フィルは、少なくとも第２離型フィルム３２は、二軸配向ポリエステルフィルム２
３、離型剤層２５の順に設けられる。生産工程汚染を防ぐために、好ましくは、ＯＬ封止
層である塗布層２４が設けられた方がよい。その場合、二軸配向ポリエステルフィルム２
３、塗布層２４、および、離型剤層２５の順に設けられる。
【００８０】
　塗布層１４および２４が設けられない場合は、基材レス両面粘着シートの製造工程でＯ
Ｌが発生しやすくなる。
【００８１】
＜ＭＯＲ＿Ｃ値＞
　本発明の重剥離側の第２離型フィルム３２は、用途によって、基材レスレス粘着剤シー
ト１１加工後に軽剥離側フィルム３１を剥離し、別基材に貼り合わせたときに、工程内の
光学検査が必要になる場合がある。
【００８２】
　本発明の第２離型フィルム３２において、工程の光学検査等で異物や光干渉色の発生を
低減するには、離型フィルムをマイクロ波方式分子配向計で測定したＭＯＲ＿Ｃ値の最適
化が非常に重要である。
【００８３】
　本発明の第２離型フィルム３２のＭＯＲ＿Ｃ値は１．５～３．０であり、好ましくは１
．８～２．７、さらに好ましくは２．１～２．４である。ＭＯＲ＿Ｃ値が３．０よりも大
きい場合には、離型層の均一性に欠けたり、光学検査において、光干渉色が見えやすくな
る等の不具合が生じたりする。ＭＯＲ＿Ｃ値が１．５よりも小さい場合には、離型フィル
ム自体の生産歩留まり悪くなってしまう等の問題がある。
【００８４】
　本発明の第２離型フィルム３２のＭＯＲ＿Ｃ値の範囲を満足させるための手段は、製膜
時に所望のフィルム厚みに対して、延伸条件を創意工夫することにある。
【００８５】
＜粘着剤＞
　粘着剤層１１を形成する粘着剤としては、通常、アクリル系粘着剤が使用される。アク
リル系粘着剤は、官能基含有モノマーと、アクリル酸エステル、メタアクリル酸エステル
等の他のモノマーとを共重合して得られるアクリル系共重合体が主成分であり、必要に応
じ、溶媒、架橋剤、粘着付与剤、充填剤、着色剤、酸化防止剤、帯電防止剤、紫外線吸収
剤等をさらに含んでいてもよい。
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【００８６】
　官能基含有モノマーとしては、例えば、アクリル酸、メタアクリル酸等のカルボキシル
基含有モノマーが挙げられる。官能基含有モノマーは、アクリル系共重合体を構成するモ
ノマー全体を基準（１００質量％）として、モノマー単位として、０．３～５．０質量％
含むことが好ましい。
【００８７】
　アクリル系共重合体は、官能基を含有することにより、架橋剤との反応で凝集力を調整
することができ、粘着剤の基材からのはみ出しを抑制すると共に、粘着力および耐熱性を
向上させることができる。粘着剤に使用される架橋剤としては、特に制限されず、従来ア
クリル系粘着剤において慣用されているものの中から適宜選択して用いられる。例えば、
ポリイソシアネート化合物、エポキシ樹脂、メラミン樹脂、尿素樹脂、ジアルデヒド類、
メチロールポリマー、アジリジン系化合物、金属キレート化合物、金属アルコキシド、金
属塩などが用いられ、特にポリイソシアネート化合物が好適に用いられる。
【００８８】
＜離型フィルムの厚み＞
　離型フィルムの厚みは、フィルムとして製膜可能な範囲で、かつ、離型フィルムとして
の加工が可能であれば特に限定されないが、通常１０～３００μｍ、好ましくは３０～１
８８μｍ、さらに好ましくは５０～７５μｍの範囲である。フィルム厚みが１０μｍ未満
の場合は、フィルムに腰がなく、工程内の異物を転写することがあり、また、離型フィル
ムを剥がす工程でトラブルを生じるおそれがある。フィルム厚みが３００μｍを超える場
合は、製膜や加工時に生産性が悪くなり、製造コストが上がることになる。
【００８９】
　本発明においては、基材レス両面粘着シート１０の両側に、異なる厚さの離型フィルム
を用いるのが好ましい。具体的には、第２離型フィルムの厚さが、第１離型フィルムの厚
さの通常１．２倍以上、好ましくは１．４倍以上とするのがよい。軽剥離側の第１離型フ
ィルムのフィルム厚さを薄くすることにより、第１離型フィルムを剥離する時に第２離型
フィルムと粘着層の界面で発生する浮きを防ぐことができる。
【００９０】
　また、第２離型フィルムの離型面上に粘着剤を塗布した場合は、工程上の異物や凹凸の
影響をなくすために、製造コストを考慮し、凹凸や異物の影響をより受けやすい第２離型
フィルムのフィルム厚さを厚くした方が好ましい。
【００９１】
　第２離型フィルムの厚さと、第１離型フィルムの厚さの比が１．２倍未満の場合は、コ
ストへの関与が少なくなる傾向がある。
【００９２】
＜基材レス両面粘着シート＞
　基材レス両面粘着シート１０は、例えば、第２離型フィルム３２の第２離型層２５の上
に、粘着剤が塗工された後乾燥されて粘着剤層１１が形成され、次いで、その離型層１１
の上に第１離型フィルム３１がラミネートされることにより製造されるが、前記塗布層２
４が設けられない場合は、製造工程で発生したＯＬにより、工程汚染の他に、粘着剤層を
電子基材に貼り合せた時にＯＬの影響で、電子部品に不具合を発生させてしまうため好ま
しくない。
【００９３】
　また、基材レス両面粘着シート１０を、第１離型フィルム３１の第１離型層１５の上に
粘着剤層１１を形成する場合に、第１離型フィルム３１に塗布層１４が設けられないと、
第２離型フィルム３２と同様の現象が生じ好ましくない。
【実施例】
【００９４】
　以下、本発明を実施例によりさらに詳細に説明するが、本発明はその要旨を超えない限
り、以下の実施例に限定されるものではない。また、本発明で用いた測定法および評価方
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法は次のとおりである。
【００９５】
（１）ポリエステルの固有粘度の測定：
　ポリエステルに非相溶な他のポリマー成分および顔料を除去したポリエステル１ｇを精
秤し、フェノール／テトラクロロエタン＝５０／５０（重量比）の混合溶媒１００ｍｌを
加えて溶解させ、３０℃で測定した。
【００９６】
（２）平均粒径（ｄ５０：μｍ）の測定：
　遠心沈降式粒度分布測定装置（株式会社島津製作所社製ＳＡ－ＣＰ３型）を使用して測
定した等価球形分布における積算（重量基準）５０％の値を平均粒径とした。
【００９７】
（３）塗布層中触媒量測定：
　ＳＡＩＣＡＳを用いて、試料フィルムに斜め切削を行い、断面を露出させた。その後、
ＴＯＦ－ＳＩＭＳ（飛行時間型質量分析マススペクトル）を用いて、ポリエステルフィル
ム塗布層中に含まれる白金を含む触媒量を求めた。
【００９８】
（４）離型層組成中の移行成分量測定：
　トルエンで固形分濃度４重量％に希釈したシリコーン樹脂（離型層組成のシリコーン）
１５ｇに対して白金触媒０．０２重量％０．００４ｇを添加し、攪拌後、テフロン（登録
商標）製のシートで作成した箱に入れ、１５０℃、１時間熱硬化する（サンプル１）。移
行成分を添加する場合（後述の比較例２に該当する）は、シリコーン樹脂の固形分に対し
て３０重量％添加する。サンプル１を１日トルエンに浸漬し、取り出したサンプルを、１
２０℃で３０分乾燥し、室温になるまで、放冷する（サンプル２）。下記式より移行成分
量を算出した。
　移行成分量（重量％）＝（サンプル１の重量－サンプル２の重量）÷サンプル１の重量
×１００
【００９９】
（５）離型フィルムの移行性評価接着率：残留接着率：
　試料フィルムをＡ４大に切り取り、離型面に７５μｍ厚の２軸延伸ＰＥＴフィルム(三
菱化学ポリエステルフィルム株式会社製：ダイアホイルＴ１００－７５)を重ねて温度６
０℃、圧力１ＭＰａの条件で２時間プレスする。この離型面に押し当てた７５μｍ厚フィ
ルムを移行性評価フィルムとする。未処理のＰＥＴフィルムにも同様にして７５μｍ厚２
軸延伸ＰＥＴフィルム(同)を押し当て、基準フィルムとする。それぞれのフィルムの押し
当てた面に粘着テープ（日東電工（株）製「Ｎｏ．３１Ｂ」）を貼り付けた後、５０ｍｍ
×３００ｍｍのサイズにカットし、室温にて１時間放置後の剥離力を測定した。剥離力は
（株）島津製作所製「Ｅｚｇｒａｐｈ」を使用し、引張速度０．３（ｍ／分）の条件下、
１８０°剥離を行った。
　残留接着率（％）＝（移行性評価フィルムの剥離力÷基準フィルムの剥離力）×１００
　移行性の大きなフィルムでは押し当てたフィルムに多くのシリコーンが付着するため、
粘着テープの剥離力が小さくなり、移行性評価接着率（％）も低下する。
【０１００】
（６）離型フィルムのＮｏ．５０２テープによる剥離力の評価：
　試料フィルムの離型層表面に両面粘着テープ（日東電工製「Ｎｏ．５０２」、および、
「Ｎｏ．３１Ｂ」）の片面を貼り付けた後、５０ｍｍ×３００ｍｍのサイズにカットした
後、室温にて１時間放置後の剥離力を測定する。剥離力は、引張試験機（（株）インテス
コ製「インテスコモデル２００１型」）を使用し、引張速度３００ｍｍ／分の条件下、１
８０°剥離を行った。次のような基準で判断する。
【０１０１】
（７）離型フィルムのＮｏ．３１Ｂテープによる剥離力の評価：
　試料フィルムの離型層表面に両面粘着テープ（日東電工製「Ｎｏ．３１Ｂ」）の片面を
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貼り付けた後、５０ｍｍ×３００ｍｍのサイズにカットした後、室温にて１時間放置後の
剥離力を測定する。剥離力は、引張試験機（（株）インテスコ製「インテスコモデル２０
０１型」）を使用し、引張速度３００ｍｍ／分、さらに、１００００ｍｍ／分の条件下、
１８０°剥離を行った。次のような基準で判断する。
【０１０２】
＜３００ｍｍ／分での剥離力＞
　○：１０～２０ｍＮ／ｃｍの範囲
　×：１０ｍＮ／ｃｍより小さい、もしくは、２０ｍＮ／ｃｍより大きい
【０１０３】
＜１００００ｍｍ／分での剥離力と３００ｍｍ／分での剥離力の比較＞
　下式にて求めた値で判断した。
（１００００ｍｍ／分剥離力（ｍＮ／ｃｍ））÷（３００ｍｍ／分剥離力（ｍＮ／ｃｍ）
）
　○：２．５以下
　×：２．５より大きい
【０１０４】
（８）表層のマルテンス硬さ：
　ポリエステルフィルムの表層に対して、島津製作所社製のダイナミック超微小高度計（
ＤＵＨ－２１１）を用いて、三角錐圧子（稜間角１１５°、ベルコビッチタイプ）、試験
力：０．１０ｍＮ、負荷保持速度：０．００６０ｍＮ／ｓｅｃ．、負荷保持時間：２ｓｅ
ｃ．の条件で測定を行ない、上記試験力に対する押込み深さからマルテンス硬さを算出し
た。なお、測定回数は１２回で、それらの平均値を採った。
【０１０５】
（９）アンカー層表面から抽出されるＯＬの測定：
　あらかじめ、未熱処理の離型フィルムを空気中、１８０℃で１０分間加熱する。その後
、熱処理をした該フィルムを上部が開いている縦横１０ｃｍ、高さ３ｃｍの箱の内面にで
きるだけ密着させて箱形の形状とする。塗布層を設けている場合は塗布層面が内側となる
ようにする。次いで、上記の方法で作成した箱の中にＤＭＦ（ジメチルホルムアミド）４
ｍｌを入れて３分間放置した後、ＤＭＦを回収する。回収したＤＭＦを液体クロマトグラ
フィー（島津製作所製：ＬＣ－７Ａ）に供給して、ＤＭＦ中のＯＬ量を求め、この値を、
ＤＭＦを接触させたフィルム面積で割って、フィルム表面ＯＬ量（ｍｇ／ｍ２）とする。
【０１０６】
　ＤＭＦ中のＯＬ量は、標準試料ピーク面積と測定試料ピーク面積のピーク面積比より求
めた（絶対検量線法）。標準試料の作成は、あらかじめ分取したＯＬ（環状三量体）を正
確に秤量し、正確に秤量したＤＭＦに溶解し作成した。標準試料の濃度は、０．００１～
０．０１ｍｇ／ｍｌの範囲が好ましい。なお、液体クロマトグラフの条件は下記のとおり
とした。
【０１０７】
　移動相Ａ：アセトニトリル
　移動相Ｂ：２％酢酸水溶液
　カラム：三菱化学（株）製『ＭＣＩ ＧＥＬ ＯＤＳ １ＨＵ』
　カラム温度：４０℃
　流速：１ｍｌ／分
　検出波長：２５４ｎｍ　
【０１０８】
（１０）ポリエステルフィルムのマイクロ波分子配向計によるＭＯＲ＿Ｃ値測定：
　王子計測機器株式会社製のマイクロ波方式分子配向計を用い、透過マイクロ波強度パタ
ーンからＭＯＲ＿Ｃ値を求めた。
【０１０９】
（１１）ポリエステルフィルムのマイクロ波分子配向計によるＭＯＲ＿Ｃ値測定：
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　王子計測機器株式会社製のマイクロ波方式分子配向計を用い、透過マイクロ波強度パタ
ーンからＭＯＲ＿Ｃ値を求めた。次のような基準で判断する。
　○：２．０～２．５
　△：１．５～１．９、もしくは、２．６～３．０
　×：１．５％よりも低い、もしくは、３．０よりも高い
【０１１０】
（１２）実用特性：
＜第１、第２離型フィルムの剥離性＞
　上記Ｎｏ．５０２テープでの剥離力の比を比較し、評価した。
　○：２．０倍以上：第２離型層と粘着剤界面に以上が見られない、もしくは、第２離型
層と粘着剤界面で、わずかに浮きが見られるが、実用上問題ないレベル。
　×：２．０倍よりも小さい：第２離型層と粘着剤界面で、明確な浮きが見られる。
【０１１１】
＜加工時工程汚染度合い＞
　粘着剤、および、貼り合せ加工時、離型フィルムからの異物、ＯＬ、および、移行成分
による工程中のロール、等、の汚染度合いを目視で検査した。
「判定基準」
　○：６０００ｍ以上走行しても汚染がほとんど見られない。
　△：１０００～６０００ｍ走行すると、ロール等が白くなり、汚染が見られる。
　×：１０００ｍ以下でロール等が白くなり、汚染が見られる。
（○および△のものが実使用上問題のないレベルである）
【０１１２】
＜ジッピングの発生状況＞
　剥離力を測定する時に、粘着剤と離型フィルムの剥離状況を観察し、ジッピングの発生
を３段階で評価した。
　○：極めて円滑に剥離し、剥離スジがなく、剥離音も発生しない。
　△：わずかな剥離スジが見られ、剥離の音がわずかに発生し、わずかにジッピングが発
生する。
　×：剥離スジが見られ、剥離の音が発生し、ジッピングが発生する。
（○および△のものが実使用上問題のないレベルである）
【０１１３】
＜反射光下での目視検査性：目視検査性＞
　偏光板検査を考慮に入れて、フィルム上に離型剤を塗布しドライヤー温度１２０℃、ラ
イン速度３０ｍ／分の条件で得た離型フィルムの幅方向が、偏光フィルムの配向軸と平行
となるように、粘着剤を介して離型フィルムを偏光フィルムに密着させ偏光板とし、蛍光
灯反射下で偏光板を目視にて観察し、反射光下での目視検査性を下記基準に従い評価した
。なお、測定の際には、Ａ４サイズのサンプルを切り出して実施した。
「判定基準」
　○：検査性良好
　△：ほぼ問題なく検査できる
　×：検査性不良
　（○および△のものが実使用上問題のないレベルである）
【０１１４】
＜クロスニコル下での目視検査性：偏光検査性＞
　偏光板検査を考慮に入れて、フィルム上に離型剤を塗布しドライヤー温度１２０℃、ラ
イン速度３０ｍ／分の条件で得た離型フィルムの幅方向が、偏光フィルムの配向軸と平行
となるように、粘着剤を介して離型フィルムを偏光フィルムに密着させ偏光板とした。こ
こで上記偏光板を作成する際、粘着剤と偏光フィルムとの間に５０μｍ以上の大きさを持
つ黒色の金属粉（異物）を５０個／ｍ２となるように混入させた。このようにして得られ
た異物を混入させた偏光板離型フィルム上に配向軸が離型フィルム幅方向と直交するよう
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に検査用の偏光板を重ね合わせ、偏光板側より白色光を照射し、検査用の偏光板より目視
にて観察し、クロスニコル下で粘着剤と偏光フィルムとの間に混入させた異物を見いだせ
るかどうかを下記基準に従い評価した。なお、測定の際には、得られたフィルムの幅方向
に対し中央部と両端部の計３ヶ所から、それぞれＡ４サイズのサンプルを切り出して実施
した。
「判定基準」
　○：異物認知性良好
　△：比較的問題なく異物認知できる。
　×：異物認知性不良
　（○および△のものが実使用上問題のないレベルである。）
【０１１５】
（１３）総合評価：
　製膜性、生産性、検査特性等、全てを考慮に入れた評価を行う。次のような基準で判断
する。
　○：生産しても充分に製品として供給できる
　△：生産性が良い、かつ、光学検査での不具合の頻度が少ない
　×：生産性が悪い。光学検査での不具合が多発する。
【０１１６】
　実施例および比較例において使用したポリエステルは、以下のようにして準備したもの
である。
＜ポリエステル（ａ）の製造方法＞
　テレフタル酸ジメチル１００重量部とエチレングリコール６０重量部とを出発原料とし
、触媒としてテトラブトキシチタネートを加えて反応器にとり、反応開始温度を１５０℃
とし、メタノールの留去とともに徐々に反応温度を上昇させ、３時間後に２３０℃とした
。４時間後、実質的にエステル交換反応を終了させた後、４時間重縮合反応を行った。す
なわち、温度を２３０℃から徐々に昇温し２８０℃とした。一方、圧力は常圧より徐々に
減じ、最終的には０．３ｍｍＨｇとした。反応開始後、反応槽の攪拌動力の変化により、
極限粘度０．６１に相当する時点で反応を停止し、窒素加圧下ポリマーを吐出させ、極限
粘度０．６１のポリエステル（ａ）を得た。
【０１１７】
＜ポリエステル（ｂ）の製造方法＞
　ポリエステル（ａ）の製造方法において、エチルアシッドフォスフェートを添加後、平
均粒子径０．８μｍの合成炭酸カルシウム粒子のエチレングリコールスラリーを粒子のポ
リエステルに対する含有量が１重量％となるように添加した以外は、ポリエステル（ａ）
の製造方法と同様の方法を用いてポリエステル（ｂ）を得た。得られたポリエステル（ｂ
）は極限粘度０．６０であった。
【０１１８】
＜ポリエステル（ｃ）の製造＞　
　テレフタル酸ジメチル１００重量部とエチレングリコール６０重量部とを出発原料とし
、触媒として酢酸マグネシウム四水塩を加えて反応器にとり、反応開始温度を１５０℃と
し、メタノールの留去とともに徐々に反応温度を上昇させ、３時間後に２３０℃とした。
４時間後、実質的にエステル交換反応を終了させた。この反応混合物にエチルアシッドフ
ォスフェートを添加した後、重縮合槽に移し、三酸化アンチモン０．０４部を加えて、４
時間重縮合反応を行った。すなわち、温度を２３０℃から徐々に昇温し２８０℃とした。
一方、圧力は常圧より徐々に減じ、最終的には０．３ｍｍＨｇとした。反応開始後、反応
槽の攪拌動力の変化により、固有粘度０．４５に相当する時点で反応を停止し、窒素加圧
下ポリマーを吐出させ、ポリエステルのチップ（ｃ）を得た。このポリエステルの固有粘
度は０．４５であった。
【０１１９】
＜ポリエステル（ｄ）の製造＞
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　このポリエステルチップを固相重縮合法にて固有粘度を上げた。予備結晶化槽にて１７
０℃の窒素雰囲気化にて０．５時間処理した後、不活性ガスを流す塔式乾燥機を用い、２
００℃の温度下にて水分率が０．００５％になるまで乾燥した。その後固相重合槽へ送り
、２４０℃にて３時間、固相重合を行い固有粘度０．７０のポリエステル（ｄ）を得た。
【０１２０】
＜ポリエステル（ｅ）の製造＞
　ポリエステル（ｄ）を製造する際、固相重合槽にて５時間固相重合を行い、固有粘度０
．８０のポリエステル（ｅ）を得た。
【０１２１】
　実施例１：
＜ポリエステルフィルムの製造＞
　表層の原料としてポリエステル（ｅ）７０重量％と、ポリエステル（ｂ）３０重量％を
混合し、中間層の原料として、ポリエステル（ａ）８４重量％とポリエステル（ｂ）１６
重量％を混合し、２台のベント付き押出機に各々供給し、２９０℃で溶融押出した後、静
電印加密着法を用いて表面温度を４０℃に設定した冷却ロール上で冷却固化して未延伸シ
ートを得た。次いで、１００℃にて縦方向に３．０倍延伸した後、この縦延伸フィルムの
片面に、次に下記塗布剤を塗布量（乾燥後）が０．０３ｇ／ｍ２になるように塗布した、
その後、テンターに導き、テンター内で予熱工程を経て１２０℃で４．３倍の横延伸を施
した後、２２０℃で１０秒間の熱処理を行い、その後１８０℃で幅方向に４％の弛緩を加
え、幅４０００ｍｍのマスターロールを得た。このマスターロールの端から１４００ｍｍ
の位置よりスリットを行い、コアに１０００ｍ巻き取りし、ポリエステルフィルムを得た
。得られたフィルムの全厚みは５０μｍ（層構成：表層２．５μｍ／中間層４５μｍ／表
層２．５μｍ）であった。ただし、本発明の場合、ＯＬ封止能を狙った塗布層（図１の１
４，２４に該当する）を設ける場合のみ、必要に応じて、縦方向の延伸後に塗布加工をし
ながら、横方向の延伸を行なうものとする。
【０１２２】
＜塗布層＞
　塗布層１４、１５を構成する化合物例は以下のとおりである。
（化合物例）
・ケン化度８８モル％、重合度３５０のポリビニルアルコールバインダーポリマー：Ａ・
メチルメタクリレート／エチルアクリレート／アクリロニトリル／Ｎ－メチロールメタア
クリルアミド＝４５／４５／５／５（モル比）の乳化重合体（乳化剤：アニオン系界面活
性剤）バインダーポリマー：Ｂ
・架橋剤　ヘキサメトキシメラミン架橋剤：Ｃ
・粒子　コロイダルシリカ（平均粒径：７０ｎｍ）：Ｄ
　固形分配合比：Ａ／Ｂ／Ｃ／Ｄ＝３０／２４／４２／４
【０１２３】
　軽剥離シート３１、重剥離シート３２において、延伸処方とフィルムの厚みを種々変更
した（表１参照）。
【０１２４】
　得られた軽剥離シート３１、重剥離シート３２用のポリエステルフィルムに、下記に示
す離型剤をそれぞれ塗布量（乾燥後）が０．１ｇ／ｍ２になるようにリバースグラビアコ
ート方式により塗布し、ドライヤー温度１２０℃、ライン速度３０ｍ／分の条件でロール
状の離型ポリエステルフィルムを得た。
【０１２５】
＜離型層＞
　ポリエステルフィルムの製造で得られた二軸配向ポリエステルフィルムに、下記に示す
離型層組成からなる塗料を、塗布量が０．１ｇ／ｍ２（乾燥後）になるように設けて離型
フィルムを得た。
【０１２６】
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・離型層組成－１：
　硬化型シリコーン樹脂（ＬＴＣ３０３Ｅ：東レ・ダウコーニング製）　２０部　　　　
　付加型白金触媒（ＳＲＸ２１２：東レ・ダウコーニング製）　　　　　０．２部
　ＭＥＫ／トルエン／ｎ－ヘプタン混合溶媒（混合比率は１：１：１）
　離型剤組成－１の移行性分量：１５重量％
【０１２７】
・離型層組成－２：
　硬化型シリコーン樹脂（ＫＳ－８４７Ｈ：信越化学製）　２０部
　付加型白金触媒（ＰＬ－５０Ｔ：信越化学製）　０．２部
　ＭＥＫ／トルエン／ｎ－ヘプタン混合溶媒（混合比率は１：１：１）
　離型剤組成－２の移行性分量：５重量％
【０１２８】
・離型層組成－３：
　硬化型シリコーン樹脂（ＬＴＣ３０３Ｅ：東レ・ダウコーニング製）　２０部
　シリコーンオイル（ＫＳ－６４－１００ｃｓ）　０．１８部
　付加型白金触媒（ＳＲＸ２１２：東レ・ダウコーニング製）　０．２部
　ＭＥＫ／トルエン／ｎ－ヘプタン混合溶媒（混合比率は１：１：１）
　離型剤組成－３の移行性分量：２３重量％
【０１２９】
・離型層組成－４：
　硬化型シリコーン樹脂（Ｘ－６２－５０３９：信越化学社製）　１４部
　剥離コントロール剤（ＫＳ－３８００：信越化学社製）　６．０部
　架橋剤（Ｘ－９２－１８５：信越化学社製）　０．４部
　触媒（ＰＬ－５０００：信越化学社製）　１．０部
　ＭＥＫ／トルエン／ｎ－ヘプタン混合溶媒（混合比率は１：１：１）
【０１３０】
・離型層組成－５：
　硬化型シリコーン樹脂（Ｘ－６２－５０３９：信越化学社製）　１２部
　剥離コントロール剤（ＫＳ－３８００：信越化学社製）　８．０部
　架橋剤（Ｘ－９２－１８５：信越化学社製）　０．４部
　触媒（ＰＬ－５０００：信越化学社製）　１．０部
　ＭＥＫ／トルエン／ｎ－ヘプタン混合溶媒（混合比率は１：１：１）
【０１３１】
・離型層組成－６：
　硬化型シリコーン樹脂（ＫＳ－８４７Ｈ：信越化学製）　２０部
　付加型白金触媒（ＰＬ－５０Ｔ：信越化学製）　０．２部
　シリコーンオイル（ＫＳ－６４－１００ｃｓ）　０．０４部
　ＭＥＫ／トルエン／ｎ－ヘプタン混合溶媒（混合比率は１：１：１）
　離型剤組成－６の移行性分量：６重量％
【０１３２】
・離型層組成－７：
　硬化型シリコーン樹脂（ＬＴＣ３０３Ｅ：東レ・ダウコーニング製）　２０部
　シリコーンオイル（ＫＳ－６４－１００ｃｓ）　０．０９部
　付加型白金触媒（ＳＲＸ２１２：東レ・ダウコーニング製）　０．２部
　ＭＥＫ／トルエン／ｎ－ヘプタン混合溶媒（混合比率は１：１：１）
　離型剤組成－７の移行性分量：２３重量％
【０１３３】
＜離型フィルム付き偏光板の製造＞
　得られた離型フィルムについて、偏光板による光学特性の検査性を確認した。偏光板に
下記に示すアクリル粘着剤を、乾燥後の厚みが２５μｍとなるように塗布し、１３０℃の
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乾燥炉内を３０秒で通過させた後、離型フィルムを貼り合わせ、粘着剤を介して離型フィ
ルムと偏光フィルムが密着された離型フィルム付き偏光板を作成した。フィルムの貼り合
せ方向は、離型フィルムの幅方向が、偏光フィルムの配向軸と平行となるように行った。
・アクリル粘着剤塗布液：
　アクリル粘着剤（オリバインＢＰＳ４２９－４：東洋インキ製）　１００部
　硬化剤（ＢＰＳ８５１５：東洋インキ製）　３部
　ＭＥＫ／トルエン混合溶媒（混合比率は１：１）　５０部
【０１３４】
＜基材レス両面粘着シートの製造＞
　得られた第２離型フィルムの離型剤層の上に、アクリル系粘着剤溶液を乾燥後の膜厚が
２５μｍとなるように、アプリケータを用いて塗工した後、その塗工膜を１２０℃で１分
間乾燥して粘着剤層を形成した。アクリル系粘着剤溶液は、アクリル酸ブチルとアクリル
酸とのモノマー基準の質量比が９９：１の共重合体溶液（溶媒：トルエン、固形分濃度４
０質量％）１００質量部に、ポリイソシアネート系架橋剤（東洋インキ製造（株）製、商
品名「ＢＨＳ８５１５」、固形分濃度３７．５質量％）１質量部を添加混合して得られた
ものであった。次いで、第１離型フィルムの離型剤層と粘着剤層とを貼り合わせて実施例
１の基材レス両面粘着シートを得た。得られた結果を表１に示す。
【０１３５】
　実施例２～４：
　実施例１において、ポリエステルフィルム製造時の延伸倍率、フィルム厚さ、塗工膜設
置有無を変更する、また、ポリエステルフィルム上にシリコーン層加工時に、シリコーン
組成を変更する、コート厚みを変更する以外は実施例１と同様にして製造し、ポリエステ
ルフィルムを得た。得られた結果をまとめて下記表１に示す。
【０１３６】
　比較例１～４：
　実施例１において、ポリエステルフィルム製造時の延伸倍率、フィルム厚さ、塗工膜設
置有無を変更する、また、ポリエステルフィルム上にシリコーン層加工時に、シリコーン
組成を変更する、コート厚みを変更する以外は実施例１と同様にして製造し、ポリエステ
ルフィルムを得た。得られた結果をまとめて下記表２に示す。
【０１３７】
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【表１】

【０１３８】
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【産業上の利用可能性】
【０１３９】
　本発明のフィルムは、検査性に優れ、かつ、剥離特性に優れるために歩留まりが良く、
良品率が高い粘着剤シートとして好適に利用することができる。
【符号の説明】
【０１４０】
　１０　基材レス両面粘着シート
　１１　粘着剤層
　１３　第１離型フィルム基材
　１４　第１塗布層
　１５　第１離型剤層
　２３　第２離型フィルム基材
　２４　第２塗布層
　２５　第２離型剤層
　３１　第１離型フィルム（軽剥離シート）
　３２　第２離型フィルム（重剥離シート）
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